
V．運営

22．定款委員会

委員長　武　冨　　紹　信

　本年度は定款および同施行細則の変更などについての諮問事項がなかった．

23．財務委員会

委員長　佐　田　　尚　宏

1．令和 2年度予算の修正の件
　令和2年度はコロナ禍のために，第120回定期学術集会が完全Web開催となったり，各種委員会がWeb
会議システムによる開催となったりして，事業内容が当初の予定と大幅に異なることとなったので，EY
新日本有限責任監査法人の助言を受けて，事業計画書と収支予算の修正を行い，収入が10億 5,252万 5,294
円，支出が 8億 9,200 万 9,727 円の見込みとなり，収支差額は 1億 6,051 万 5,567 円の黒字を見込むことと
なった（当初は 21 万 3,222 円の赤字の見込み）．

2．令和 2年度決算の件
　令和 2年度財務諸表を作成し，独立監査人である EY新日本有限責任監査法人と本学会監事の監査を経
て理事会に答申したところ，答申どおりに決議されたので，定時社員総会に上程する（資料別添）．

3．令和 3年度予算の件
　令和 3年度予算について，委員会で審議し，理事会に答申したところ，答申どおりに決議されたので，
令和 2年 2月 1日からその予算に沿って業務を執行している（資料別添）．
　また，コロナ禍のために令和 3年度も事業活動などが流動的なので，令和 2年度同様に，必要に応じて
予算修正を行う予定である．

24．情報・広報委員会

委員長　田　尻　　達　郎

1．会員向けオンラインサービスの件
　現在，会員向けオンラインサービスの登録者数は全会員 40,460 名のうち 34,822 名である．
　会員情報検索・修正システム，外科専門医システム，学術集会参加履歴登録システム，各種申請システ
ムなどを運用・管理している．
　本年度も引き続き新専門医制度対応のためシステムの構築を行い，次年度以降も随時対応する予定であ
る．
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2．メールマガジンの件
　必要な事項のみを適宜配信するメールニュースの形式で，全会員を対象としたものを92件，配信内容に
よる対象者を限定したものを 20 件配信した．

3．ホームページのリニューアルについて
　令和 3年度中のホームページのリニューアルを目指して，まずはデザインのカラーバリエーションを決
定し，英語ページの充実化を図ることを改めて確認した．

25．NCD連絡委員会

委員長　湊　谷　　謙　司

1）  NCDから「NCD自施設データ利用申請」における外科領域のデータの利用申請について照会を受けた
場合は，適宜「可否」を判断して，回答を行っている．

2）  令和 2年 1月 1日付でNCD術式の改定が行われたので，従来どおり専門医制度委員会に「外科専門医
修練カリキュラム」などとの紐付け作業を依頼した．

1）一般社団法人　National Clinical Database（NCD）

代表理事　瀬　戸　　泰　之

　National Clinical Database（以下NCD）は，2010 年に設立され，2011 年 1月の症例から登録を開始し，
事業を開始して 10 年が経過した．2015 年度より，登録を行っている施設会員から会費の支払いをお願い
している．なお，2018 年度から未納期間が合計 2年間（連続・不連続問わず）の施設は，「NCD施設会員
資格」を喪失し，外科専門医制度において基幹施設又は連携施設になれないほか，個人医師による専門医
申請の際に当該施設で実施された全症例（2011 年～現在まで）のデータが利用することができなくなる．
　外科学会関連で登録された症例数は，2021年 2月1日時点で，2011年が1,172,264件，2012年が1,278,899
件，2013 年が 1,567,083 件，2014 年が 1,626,844 件，2015 年が 1,718,293 件，2016 年が 1,785,133 件，2017
年が 1,828,646 件，2018 年が 1,830,474 件，2019 年が 1,859,787 件，累計 14,667,423 件である．また，過去に
完了承認済みを 1件以上登録した施設診療科数は，4,890 施設・8,604 診療科であり，有効ユーザー数は
45,434 人である．なお，2020 年分のデータ登録を 2021 年 4 月 7 日で締め切る予定である．
　2020年度事業報告書，2021年事業計画書及び進行中の公的研究費案件一覧，データ利用研究の一覧（各
領域ごと）については，次頁以降を参照のこと．
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26．総務委員会

委員長　池　田　　徳　彦

1．定期学術集会運営委託業者について
　令和 4（2022）年 4月開催の第 122回と，令和 5（2023）年 4月開催の第 123回の定期学術集会の運営委
託業者については，過去の委託実績を持つ 3社を対象とし，企画書および見積書を取寄せた上で，過去の
会頭からの実績報告書なども参考に，プレゼンテーションを経て決定し，理事会決議を得た．

2．事務所の移転について
　事務所が入居している「世界貿易センタービル」の建替え工事に伴い，令和 3（2021）年 6月下旬に新
築の「世界貿易センタービル　南館」に移転することとなり，そのための業者選定を行うなどして，準備
を進めている．

3．事務局職員のリモートワーク化について
　コロナ禍に伴う緊急事態宣言下においては，事務局には暫定的にリモートワークを指示したが，今後も
恒久的なリモートワーク体制を構築するため，専門家によるコンサルテーションを受けた上で，法令に従っ
た就業規則類の変更や，必要な IT機器の整備などを行い，令和 3（2021）年中にはリモートワークを開始
させる予定である．
　なお，併せて事務局職員の担当部署の異動を行うと共に，1名の職員を新規雇用とした（引き続き，若
干名の職員を新規雇用の予定である）．

4．事務所会議室の貸与について
　他学会・研究会などに事務所の会議室を貸与しているが，令和2年度はコロナ禍のため，日本胆道学会，
日本血管外科学会，日本癌病態治療研究会，呼吸器外科専門医合同委員会からの 4件の申込みにとどまっ
た．
　なお，新しい事務所でも，引き続き会議室貸与を行う予定である．

27．将来計画委員会

委員長　森　　　　正　樹

　引き続き「外科専門医のインセンティブ」「訴訟対策」「学術集会の在り方」「国際化推進」の各ワーキン
ググループ（WG）に分かれて，それぞれ重要課題を検討中である．
　なお，「AI の活用」WGが厚生労働科学特別研究事業「ナショナルビッグデータを用いた新専門医制度
の地域外科医療に及ぼす影響の評価研究」として実施した「外科医師の勤務実態に関するアンケート」の
集計結果は，ホームページで公開済みである（http://www.jssoc.or.jp/other/info/info20201113.html）．
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1）「外科専門医のインセンティブ」ワーキンググループ

リーダー　碓　氷　　章　彦

　「外科専門医のインセンティブ」WGでは，平成 31（2019）年 1月から 2月にかけて，外科専門医制度
修練施設（指定/関連施設）の施設長を対象に実施したアンケート調査（結果はホームページで公開済み）
に引き続いて，令和3（2021）年 2月に，外科系サブスペシャルティ学会を対象に「外科医のインセンティ
ブ」に対する意識調査を実施し，その結果を受けて，サブスペシャルティ学会と「外科医のインセンティ
ブ」についての合同委員会の立ち上げを予定している．

2）「訴訟対策」ワーキンググループ

リーダー　平　野　　　　聡

　「訴訟対策」WGは，外科医が委縮することなく安心して手術ができる体制を構築することを目的とし
て，産科医療補償制度に倣った，日本外科学会独自の無過失補償制度（No-Fault Compensation：NFC）の
可能性を検討してきたが，保険料の基となる原資の問題がとても大きく，学会独自の制度設計は実現困難
なので，国会議員や厚生労働省などと相談して，社会インフラとしての無過失補償制度の可能性を模索し
ている．
　そこで，令和 3年度は日本外科学会として社会提言を行うため，Feasibility study を提案して，厚生労
働科学研究費の獲得を目指したい．

3）「学術集会の在り方」ワーキンググループ

リーダー　中　村　　雅　史

　「学術集会の在り方」WGでは，外科医が減少し，働き方改革も進行しているにもかかわらず，依然とし
て学会や研究会の数が多く，しばしば内容も重複していることが，参加にあたっての負担となっていると
いう現状を踏まえて，外科系の各サブスペシャルティ学会も共に一堂に会して，それぞれの学術集会も合
同に行うという“Surgical Week”の開催を提案し，具体的に各サブスペシャルティ学会の理事長とも協
議を行った．
　また，令和元（2019）年 12月には「学術集会の在り方」に関する会員アンケートを実施し，内容の重複
した学術集会が多いことが負担になっている実態が明らかとなった（アンケート結果はホームページで公
開済み）．
　しかしながら，新型コロナ感染症により多くの学術集会がWeb/ハイブリッド開催となり，その影響は
今後も残ると考えられる．結果的に“Surgical Week”の概念自体も再考が必要となった．今後は完全Web
開催となった第120回定期学術集会の参加者アンケートの結果などを基に，関連各学会と“Surgical Week”
も含めた今後の学術集会の在り方についての合意形成を進めていきたい．
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4）「国際化推進」ワーキンググループ

リーダー　大　木　　隆　生

　「国際化推進」WGでは，インドやアフリカ諸国などにも国際交流の輪を広げるために検討と交渉を重ね
ている（→詳細は国際委員会報告の「7．アフリカとインドとの交流について」の項に記載）．

28．選挙管理・選挙制度検討委員会

委員長　大　塚　　将　之

　開票作業の簡素化，および費用削減のための電子投票システム化について，次回の代議員選挙に間に合
うよう引き続き検討を進めている．
　選挙方法の見直しなど課題については，継続審議中である．
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Ⅵ．その他（加盟団体）

29．外科関連学会協議会

座長　馬　場　　秀　夫

　本年度は諮問事項がなかったため，開催していない．
　なお，「症例報告を含む医学論文及び学会研究会発表における患者プライバシー保護に関する指針」（143
頁）に，日本体外循環技術医学会が新たに賛同した．

30．日本医学会

評議員　大　木　　隆　生

　「第 88 回定例評議員会」は，令和 3（2021）年 2月 26 日にオンライン形式で開催された．
　また，令和 5（2023）年開催の第 31 回日本医学会総会に関する各種アンケートに回答した．

31．一般社団法人日本医学会連合

社員代表　森　　　　正　樹

1．日本医学会連合の定時総会について
　令和 2（2020）年 6月 24 日に開催され，前年度の事業報告および決算などが決議された．
　また，日本女性医学学会，日本てんかん学会，日本インターベンショナルラジオロジー学会，および日
本内分泌外科学会の新規入会が承認された．

2．令和 2（2020）年度日本医学会連合加盟学会連絡協議会について
　令和 3（2021）年 2月 10 日にオンライン形式で開催された．

3．令和 2（2020）年度臨時社員総会について
　令和 3（2021）年 2月 26 日にオンライン形式で開催された．

4．Japan CDC創設に関する委員会について
　「Japan CDC創設に関する委員会」からアンケートの依頼があり，回答した．
　また，「健康危機管理と疾病予防を目指した政策提言のための情報分析と活用並びに人材支援組織の創
設」の提言がまとめられた．
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32．移植関係学会合同委員会

代表委員　伊　達　　洋　至

　第 40 回，第 41 回合同委員会における議事要旨は以下の通りである．
　また，令和 2（2020）年 5月 13 日および令和 3（2021）年 3月 8日，日本腎臓学会から腎臓移植実施施
設認定の取り消しの報告に伴い，以下の腎臓移植実施施設の認定取り下げがなされた．
・医療法人立川メディカルセンター　立川綜合病院
・埼玉医科大学国際医療センター

第 40回議事要旨
日時：令和 2（2020）年 5月 26 日（火）書面開催
議事
以下のとおり臓器移植実施施設の認定が決定した．
・腎臓移植　認定：獨協医科大学埼玉医療センター，旭川医科大学病院
・小児心臓移植　認定：九州大学病院

第 41回議事要旨
日時：令和 2（2020）年 12 月 1 日（火）書面開催
議事
以下のとおり臓器移植実施施設の認定が決定した．
・肺移植　認定：藤田医科大学病院

33．日本臓器移植関連学会協議会

代表委員　伊　達　　洋　至

特段の報告事項はない．

34．公益財団法人日本医療機能評価機構

評価委員　小　野　　　　稔

　国民の健康と福祉の向上に寄与することを目的とし，中立的・科学的な第三者機関として医療の質の向
上と信頼できる医療の確保に関する事業を行う公益財団法人である．
　毎月開催されている病院機能評価事業の評価委員会に参加をしている．審査は基本的な病院の構成，機
能などについてサーベイヤーが調査した資料に基づき審査し，認定証の発行を行っている．
　医療法の改正により，広告の規制緩和が承認され日本医療評価機構の認定書を取得したことを広告でき
るようになっている．
　現在，病院総数 8,273 施設のうち認定書が発行されたのは 2,121 施設（25.6％）である．（令和 3年 1月 4
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日現在）
　医療事故情報収集等事業 第 63 回報告書（2020 年 7 月～9月）を公表した．
　本年 1月 15 日付にて医療安全情報　No.170 を公表した．
　公益財団法人日本医療機能評価機構（http://jcqhc.or.jp/）

35．学会認定・臨床輸血看護師制度協議会

代表委員　池　上　　　　徹

　臨床輸血に精通し，安全な輸血に寄与できる看護師の育成を目的とし，日本輸血細胞治療学会が主体と
なり，日本血液学会，日本麻酔科学会，日本産科婦人科学会，日本外科学会（2009 年 12 月より参加）が
協力団体，日本看護協会が推薦団体となる形で，2009 年 2 月 1 日に学会認定・臨床輸血看護師制度が設
立．毎年講習会後に資格試験を実施．筆記試験合格後，指定施設（全国 114 施設）で病院研修の上，合否
判定を行っている．

第 9回資格試験　会場：TKP市ヶ谷 Conference Center 2018 年 11 月 4 日（日）
申請者 255 名，受験者 254 名，最終合格者：243 名（合格率 95.6％）

第 10 回資格試験　会場：難波御堂筋ホール 2019 年 11 月 3 日（日）
申請者 216 名，受験者 215 名，最終合格者：207 名（合格率 96.3％）

第 11 回資格試験
　2020 年 11 月 7日（土），8日（日），東京都ベルサール神田にて開催予定であったが，COVID-19 の影響
で中止となった．

第 11 回資格試験は 2021 年 11 月 6 日（土），7日（日）に開催予定である．
現在更新対象者 288 名，申請者 195 名である．

137


